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第Ⅴ部 高齢化の進行に伴う歳出増加の見通し 

 

１．目的 

高齢化の進行によって社会保障関係の支出が増大し、千葉市の財政に大きな影響を与え、

他の施策・事業実施の大きな制約条件となる可能性がある。 

ここでは、千葉市における社会保障関連の歳出額として、扶助費及び繰出金（民生費関連）

の将来見通しについて推計する。 

 

２．推計項目 

ここでは、次について平成 32 年、平成 42 年を対象年次として推計を行う。なお、推計は、

普通会計決算状況（平成 20 年度）を基礎として行う 

・扶助費（社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護費、その他） 

・繰出金（民生費関連：介護サービス事業、国民健康保険事業会計、老人保健医療事業

会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計） 

３．推計方法 

推計の基本的な方法は下表に示すとおりである。 

表 5-1 扶助費・繰出金の推計方法 

扶助費 社会福祉費 ・65 歳以上人口に比例する 

老人福祉費 ・65 歳以上人口に比例する 

児童福祉費 ・14 歳以下人口に比例する 

・ただし、14 歳以下の人口が減少する場合は、児童

福祉費を減少させず、固定する 

生活保護費 ・年齢別の保護率を考慮して推計する（補足１参照） 

繰出金 
介護サービス事業 

・前期高齢者・後期高齢者の各々の要支援・要保護

率を考慮した 65 歳以上人口に比例する（注参照） 

国民健康保険事業会計 
・年齢別の国民健康保険加入率・一人あたり医療費

を考慮して推計する。（補足３参照 

老人保健医療事業会計 （後期高齢者医療制度の施行に伴い廃止） 

後期高齢者医療事業会計 ・75 歳以上人口に比例する 

介護保険事業会計 
・前期高齢者・後期高齢者の各々の要支援・要保護

率を考慮した 65 歳以上人口に比例する（注参照） 

注：介護保険における要支援・要保護の認定割合（H19、全国）は、65～74 歳：4.5％、

75 歳以上 28.0％である。65 歳以上の人口について、この認定率で重みづけをした換

算人口を算出し、その増加率によって、歳出が増加すると想定する。 
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H18 H19 H20 

生活保護費 20,115 20,282 20,630 

被保護人員 10,501 10,791 11,081 

保護率（‰） 11.3 11.5 11.7 

一人あたり保護費 1.92 1.88 1.86 

 

 

 

 

 

資料：被保護者全国一斉調査・基礎調査（厚生労働省） 

：千葉市の年齢階級別被保護率は推計値 

補足１：生活保護費の推計 

生活保護費の推計手順は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）千葉市の年齢階級別保護率 

①全国の年齢階級別保護率（H19）を千葉市に適用して、千葉市（H19）における

生活保護人員を算出する。 

②うえにより算出された被保護人員（10,407 人）と千葉市における平成 19 年度の

実績値（10,791 人）との比率を算出する。 

③うえの比率（1.0369）を全国の年齢階級別保護率（H19）に乗じて、千葉市の年

齢階級別保護率とする。 

（２）被保護人員一人あたり生活保護費 

①被保護人員一人あたり生活保護費は、平成 20 年度の実績値 1.86 百万円/人で固

定し、将来にわたって同一と想定する。 

 

表 5-2 保護率  （H19、‰）   表 5-3 生活保護の状況（千葉市：百万円、人） 

 年齢 全国 千葉市 

0～19 10.1 10.5 

20～39 4.0 4.2 

40～49 7.7 8.0 

50～59 12.7 13.2 

60～64 18.0 18.7 

65～ 22.5 23.3 

総  数 11.8 11.5 

年齢階級別保護率（H19・全国） 

年齢階級別保護率（H19・千葉市） 

将来人口（千葉市） 

被保護人員一人あたり生活保護費 

将来の生活保護費 

資料：地方財政状況調査表（千葉市） 
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人口あたり医

療費（全国、

千円/人） 

国民健康保険

加入率（千葉

県、％） 

50～54 214.1 23.0 

55～59 293.4 25.9 

60～64 356.0 34.2 

65～69 455.4 55.3 

70～74 590.1 75.5 

75～79 

794.2 

81.1 

80～84 82.3 

85 歳以上 78.7 

合計 267.2 37.0 

 

 

 

 

 

補足２：国民健康保険事業会計繰出金の推計 

国民健康保険事業会計・繰出金の推計手順は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：推計にあたっては、75 歳以上については後期高齢者医療費制度の対象となる

ため、74 歳までの人口を対象とする。 

 

 表 5-4 一人あたり医療費（H19、全国）・国民健康保険加入率（H19、千葉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口あたり

医療費（全

国、千円/人） 

国民健康保

険加入率（千

葉県、％） 

0～4歳 219.0 37.0 

5～9 112.6 19.3 

10～14 79.5 20.2 

15～19 65.1 21.4 

20～24 72.6 21.6 

25～29 96.9 23.1 

30～34 111.9 25.0 

35～39 120.6 23.7 

40～44 136.0 23.7 

45～49 164.5 22.8 

国民健康保険加入者の想定医療費に対

する繰出金の割合（H19、千葉市） 

将来の国民健康保険加入者・想定医療費（千葉市） 

年齢階級別一人あたり医療費 

（H19・全国） 

年齢階級別国民健康保険加入率 

（H19・千葉県） 

将来人口（千葉市）：注 

将来の国民健康保険事業会計の繰出金 

資料：国民医療費の概況（厚生労働省）、国民健康保険実態調査（厚生労働省） 
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４．推計結果 

推計結果は下表のとおりである。 

扶助費と民生費関連の繰出金の合計額は、平成 20 年度の約 711 億円から、平成 32 年度

には約 899 億円（平成 20 年度の 1.26 倍）、平成 42 年度には約 944 億円（同 1.33 倍）に

増加すると見込まれる。 

 

表 5-4 扶助費・繰出金の歳出額の見通し（推計結果）                単位：百万円 

  H18 H19 H20 H22 H27 H32 H37 H42 

 扶助費・繰出金 66,297  68,324  71,076  75,452  84,123  89,906  93,242 94,370  

扶助費 49,635 52,775 53,607 56,151 60,602 62,658 63,240 63,603 

社会福祉費 9,189 10,559 11,508 12,998 15,898 17,224 17,562 18,026 

老人福祉費 1,530 1,348 752 850 1,039 1,126 1,148 1,178 

児童福祉費 16,058 17,851 17,976 17,976 17,976 17,976 17,976 17,976 

生活保護費 20,115 20,282 20,630 21,587 22,949 23,592 23,814 23,683 

その他 2,743 2,734 2,740 2,740 2,740 2,740 2,740 2,740 

繰出金 16,662  15,549  17,469  19,301 23,521 27,248 30,002 30,767 

介護サービス事業 113  112  81  95 125 153 177 182 

国民健康保険事業会計 8,136  6,734  7,141  7,542 7,828 7,508 6,847 6,938 

老人保健医療事業会計 3,266  3,272  319  - - - - - 

後期高齢者医療事業会計  -  - 4,243  5,032 6,846 8,860 10,631 10,945 

介護保険事業会計 5,146  5,431  5,685  6,633 8,723 10,726 12,347 12,703 

注：H20 までは実績値（地方財政状況調査表による）、H22 以降は推計値 

 


